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議第５０号

　（総　則）

第１条　平成２６年度高山市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１） 給 水 件 数 ２７，０００ 件

　（２） 年 間 総 給 水 量 ９，８５２，０００ ㎥

　（３） 一 日 平 均 給 水 量 ２６，９９２ ㎥

　（４） 主 要 な 建 設 改 良 事 業 費 ３９６，８５５ 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　入　

　第１款　水　道　事　業　収　益 １，６６６，３００ 千円

　　第１項　営　業　収　益 １，５１８，６８４ 千円

　　第２項　営　業　外　収　益 １４７，６１６ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　出　

　第１款　水　道　事　業　費　用 １，４３８，０００ 千円

　　第１項　営　業　費　用 １，２４７，８４９ 千円

　　第２項　営　業　外　費　用 １６２，８５１ 千円

　　第３項　特　別　損　失 １７，３００ 千円

　　第４項　予　備　費 １０，０００ 千円

平成２６年度　高山市水道事業会計予算



　１，２５４千円で補てんするものとする。）。

　第１款　資　本　的　収　入 １３６，０００ 千円

　　第１項　工　事　負　担　金 ３６，０００ 千円

１００，０００ 千円

　第１款　資　本　的　支　出 ６６４，５００ 千円

　　第１項　建　設　改　良　費 ３９６，８５５ 千円

　　第２項　企　業　債　償　還　金 ２６７，６４５ 千円

　（企　業　債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 ４ページ

起債の目的 限度額 起債の方法 利率

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（資本的収入及び支出）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　入

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５２８，５００千円

は、当年度分損益勘定留保資金５１５，４５０千円、当年度分消費税資本的収支調整額１１，７９６千円及び減債積立金

償還の方法

原水及び浄水施設費、配水
施設拡張費及び施設改良費

１００，０００千円
普通貸借又は

証 券 発 行

  ４．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行った後にお
いては、当該見直し
後の利率）

　政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の場合に
は、借入先と協定し、その条件に
従うものとする。ただし、企業財
政の都合により、据置期間及び償
還期限を短縮し、もしくは、繰上
償還又は低利に借換えすることが
できる。

　　第２項　企　業　債

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　出



　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　（１）消　費　税

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額

　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　（１）職　員　給　与　費 千円

　　（２）交　際　費 千円

　（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、１９，０００千円と定める。

　　　平成２６年３月３日提出

４ページ 　　　　　　　　　　　　高山市長　　　國　島　　芳　明

１８６，２２５

５０
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（単位：千円）

 1. 水道事業収益 1,666,300 [内　消費税額　108,413]

 1. 営業収益 1,518,684 [内　消費税額　108,409]

 1. 給水収益 1,498,000 水道使用料

 2. その他営業収益 20,684 給水収益以外の営業収益

 2. 営業外収益 147,616 [内　消費税額　4]

 1. 受取利息及び配当金 5,010 預金等の利息

 2. 長期前受金戻入 120,502 長期前受金の収益化

 3. 雑収益 22,104 水道事業負担金等

平成２６年度　高山市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



（単位：千円）

 1. 水道事業費用 1,438,000 [内　消費税額　31,557]

 1. 営業費用 1,247,849 [内　消費税額　30,816]

 1. 原水及び浄水費 338,780 原水の取水設備、浄水設備及び計量設備の維持管理に要する費用

 2. 配水及び給水費 135,859 配水管、配水に係る設備、給水設備、量水器の維持管理及び漏水

防止作業に要する費用

 3. 総係費 137,289 料金の調定、収納及び検針その他の事務に要する費用並びに事業

全般に要する費用

 4. 減価償却費 605,021 固定資産の減価償却費

 5. 資産減耗費 30,800 有形固定資産除却費及びたな卸資産減耗費

 6. その他営業費用 100 材料売却原価等

 2. 営業外費用 162,851

 1. 支払利息及び企業債 98,170 企業債利息等

取扱諸費

 2. 繰延勘定償却 131

 3. 消費税 64,200

 4. 雑支出 350 不用品売却原価等

 3. 特別損失 17,300

 1. その他特別損失 17,300 過年度分引当金繰入額

 4. 予備費 10,000 [内　消費税額　741]

 1. 予備費 10,000

備　　　　　考款 項 目 予　定　額

支　　　　　　　　出



（単位：千円）

 1. 資本的収入 136,000 [内　消費税額　1,111]

 1. 工事負担金 36,000 [内　消費税額　1,111]

 1. 工事負担金 36,000 建設又は改良工事に対する負担金

 2. 企業債 100,000

 1. 企業債 100,000

資本的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



（単位：千円）

 1. 資本的支出 664,500 [内　消費税額　23,229]

 1. 建設改良費 396,855 [内　消費税額　23,229]

 1. 原水及び浄水施設費 108,580

 2. 配水施設拡張費 53,973

 3. 施設改良費 230,302

 4. 営業設備費 4,000

 2. 企業債償還金 267,645

 1. 企業債償還金 267,645

支　　　　　　　　出

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



１．業務活動によるキャッシュ・フロー 千円

　　当年度純利益 215,097

　　減価償却費 605,021

　　固定資産除却費 29,800

　　開発費償却 131

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 7,100

　　賞与等引当金の増減額（△は減少） 10,246

　　長期前受金戻入 △ 120,502

　　受取利息及び配当金 △ 5,010

　　支払利息及び企業債取扱諸費 98,170

　　未収金の増減額（△は増加） △ 6,121

　　未払金の増減額（△は減少） △ 58,582

　　たな卸資産の増減額（△は増加） 1,207

　　小計 776,557

　　利息及び配当金の受取額 5,010

　　利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 98,170

　業務活動によるキャッシュ・フロー 683,397

平成２６年度高山市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで）



２．投資活動によるキャッシュ･フロー 千円

　　有形固定資産の取得による支出 △ 369,626

　　工事負担金等による収入 34,889

　投資活動によるキャッシュ･フロー △ 334,737

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 100,000

　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 267,645

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 167,645

　資金増減額 181,015

　資金期首残高 1,744,465

　資金期末残高 1,925,480



特別職 一般職

人 （　－　）人  

4 18

（　－　）

0 7

（　－　）

4 25

（　－　）

0 18

（　－　）

0 7

（　－　）

0 25

（　－　）

4 0

（　－　）

0 0

（　－　）

4 0

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　計

前
 
年
 
度

比
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　計 73

0

△ 504

5,388

扶養手当

1,121 △ 1,426 △ 232

区    　  分

本   年   度

前   年   度

比    　  較

100,957 51,033 151,990

0 589 △ 950 △ 361 △ 273 △ 634

73 532

25,416 137,682

0 26,902

112,266

26,313 13,540 39,853

0 74,644 37,493 112,137

0

151,758

12,590 39,492 9,051 48,543

住居手当

△ 324 △ 744 3 0 373 △ 102 △ 128 0

648 1,959 3,267 1,427

4,884 324 1,215 3,270 1,427 24,148 12,592 1,723 24

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

　（注）　（　）内は、再任用短時間勤務職員数を表す。

期末手当管理職手当
時間外勤務
手　　　当

通勤手当
管理職員特
別勤務手当

勤勉手当 寒冷地手当

△ 476 129 △ 1,144 △ 1,015

△ 1,417 △ 1,649

手 当 の 内 訳

23,775 12,694 1,851 24

千円

34,467 186,225

26,560 138,697

9,324 49,177

35,884 187,874

本
 
年
 
度

73 75,176 37,017

73 102,078 49,607

資本勘定支弁職員

合　　　計

損益勘定支弁職員
千円 千円

報    酬 給    料 手    当 計

千円 千円 千円 千円

給  　　　　　　与  　　　　　　費
法 定 福 利 費 合     計 備     考

　給　　与　　費　　明　　細　　書

職　員　数
区　  　　分

１．総　　括



区     分 増 減 額 備　　　　　　　　考

千円 千円 千円

給     料 1,121 １.給与改定に伴う増減分 0 0   給与改定の状況

   

２.昇給に伴う増加分 1,531 1,531

３.その他の増減分 △ 410   職員の異動状況

△ 410

       　　　  現に在職する

 　　　　　　  職 　員 　数　［その他］　 ［計］

 

 　 本  年  度　　 ２５人      　０人     ２５人

 　 前  年  度　　 ２５人      　０人     ２５人

 　 増      減　   　０人    　　０人     　０人

 

２．給料及び手当の増減額の明細

増  減  事  由  別  内  訳 説        明

職員異動給料差等



区     分 増 減 額 備　　　　　　　　考

千円 千円 千円

手     当 △ 1,426 １．制度改正に伴う増減分 0 0

２．その他の増減分 △ 1,426 扶養手当 △ 504

住居手当 △ 324

通勤手当 △ 744

時間外勤務手当 3

期末手当 373

勤勉手当 △ 102

寒冷地手当 △ 128

 
増  減  事  由  別  内  訳 説        明



平成２６年　４月　１日　現在

平成２５年　４月　１日　現在

（２）　初　任　給 

高　　 　校　 　　卒 140,100

大　 　　学　 　　卒 172,200

３．給料及び手当の状況

（１）　職員１人当たり給与

企 業 職 備              考区                         分

平 均 給 料 月 額　 （円） 339,428

平 均 給 与 月 額　 （円） 365,588

平 均 年 齢　       （歳） 44.92

平 均 給 料 月 額　 （円） 336,016

平 均 給 与 月 額　 （円） 377,666

平 均 年 齢　       （歳） 44.72

区　　　　　　　分 企  業　職 　(円)
一 般 会 計 の 制 度

備　　　　　　　　考
一 般 行 政 職 (円)

172,200

140,100



( ― )

( ― )

 　 ( ― )

平成２６年 ４月 １日　現在 ( ― )

( ― )

( ― )

( ― )

( ― )

( ― )

( ― )

 　 ( ― )

平成２５年 ４月 １日　現在 ( ― )

( ― )

( ― )

( ― )

( ― )

区　　　　　　　　分 ７   級

（３）　級　別　職　員　数

区　　　　　　　　分
企　　　　業　　　　職

備　　　　　　 考
級 職員数 (人) 構成比 (%)

６　　　級 １ ４．０ ( ― )

７　　　級 １ ４．０ ( ― )

４　　　級 １１ ４４．０ ( ― )

５　　　級 ６ ２４．０ ( ― )

２　　　級 １ ４．０ ( ― )

３　　　級 ４ １６．０ ( ― )

計 ２５ １００．０ ( ― )

１　　　級 １ ４．０ ( ― )

６　　　級 １ ４．０ ( ― )

７　　　級 ２ ８．０ ( ― )

４　　　級 １０ ４０．０ ( ― )

５　　　級 ５ ２０．０ ( ― )

２　　　級 １ ４．０ ( ― )

３　　　級 ５ ２０．０ ( ― )

計 ２５ １００．０ ( ― )

１　　　級 １ ４．０ ( ― )

　（注）（　）内は、再任用短時間勤務職員に係る職員数及び構成比を表す。

 　　　（級別の標準的な職務内容）

６   級 ５   級 ４   級 ３   級 ２   級 １   級 備　　　考

企　　業　　職 部      長 課      長 主      幹 主      査 主      任 主      事 主  事　補



企　業　職 備　　  　　考

２５

２０

１号給(人) １

２号給(人) ０

３号給(人) ０

４号給(人) １４

５号給(人) ０

６号給(人) ４

７号給(人) ０

８号給(人) １

８０．０

２５

１８

１号給(人) １

２号給(人) ０

３号給(人) ０

４号給(人) １３

５号給(人) ０

６号給(人) ３

７号給(人) ０

８号給(人) １

７２．０

（４）　昇　給　

区　　　　　　　　　　　　　　　分

本　　年　  度

 　 職    員    数（Ａ）（人）

 　 昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

号 給 数 別 内 訳

 　 比　率    （Ｂ）／（Ａ） (%)

前　　年　  度

 　 職    員    数（Ａ）（人）

 　 昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

号 給 数 別 内 訳

 　 比　率    （Ｂ）／（Ａ） (%)



区　　  　　分
最高限度

　　　　(月分）

支   給   率　 (%)

支給対象職員数  (人)

本 年 度
（０．９７５） （１．１２５） （２．１０）

有

（５）　期末手当・勤勉手当

区　  　　分
支  給  期  別  支  給  率 支  給  率  計 職制上の段階、職務の

備　　　　考
６月（月分） １２月（月分）

１．９０ ２．０５ ３．９５

前 年 度
（０．９７５） （１．１２５） （２．１０）

（ 月  分 ） 級等による加算措置

一 般 会 計 の 制 度
（０．９７５） （１．１２５） （２．１０）

有

１．９０ ２．０５ ３．９５

２．０５ ３．９５１．９０

有

（６）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者
　　　　(月分）

25年勤続の者
　　　　(月分）

35年勤続の者
　　　　(月分）

 その他の加算措置等 備　　　　　考

　（注）　（　）内は、再任用短時間勤務職員の支給率を表す。

一般会計の制度 (支給率等)
２４．１５ ３７．２６

５２．４４ ５２．４４
定 年 前 早 期 退 職 特 例
措置（3％～75％加算）

支   給   率   等 ― ― ― ― ―

―

―

２７．０２５ ３６．５７

（７）　地域手当



区　　  　　分

扶    養    手    当

住    居    手    当

通    勤    手    当

（８）　特殊勤務手当

区              分 全      職      種 備　　　　　　　　　　　　　　　考

代表的な特殊勤務手当の名称

（９）　その他の手当

給料総額に対する比率  (%) ―

支給対象職員の比率  (%) ―   （平成２６年　４月　１日　現在）

同　　　じ

同　　　じ  

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

同　　　じ



　過年度議決に係る分

金　　額 自己資金

水道事業変更認可事業 14,000 14,000 14,000平成２６年度まで

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

（単位：千円）

事　　　　項 限　度　額

平成25年度末までの支払義務発生（見込）額 平成26年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間



１．固定資産 千円 千円 千円 千円
（１）有形固定資産

イ 土地 709,266
ロ 建物 819,840

減価償却累計額 △ 306,663 513,177
ハ 構築物 23,119,211

減価償却累計額 △ 10,486,668 12,632,543
ニ 機械及び装置 3,493,312

減価償却累計額 △ 2,601,228 892,084
ホ 車両運搬具 9,046

減価償却累計額 △ 8,594 452
ヘ 工具、器具及び備品 45,769

減価償却累計額 △ 42,336 3,433
ト 建設仮勘定 0

有形固定資産合計 14,750,955
（２）無形固定資産

イ 水利権 3,076
ロ　施設利用権 71
ハ 電話加入権 613

無形固定資産合計 3,760
固定資産合計 14,754,715

２．流動資産
（１）現金・預金 1,925,480
（２）未収金 155,754

 貸倒引当金 △ 7,100 148,654
（３）貯蔵品 10,195
（４）その他流動資産 1,000

流動資産合計 2,085,329
資産合計 16,840,044

平成２６年度高山市水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（平成２７年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部



３．固定負債 千円 千円 千円 千円
（１）企業債 3,759,420
（２）引当金

イ 修繕引当金 4,000
固定負債合計 3,763,420

４．流動負債
（１）企業債 270,373
（２）未払金 188,915
（３）引当金

イ 賞与等引当金 10,246
（４）その他流動負債 1,000

流動負債合計 470,534
５．繰延収益

（１）長期前受金 5,599,626
 長期前受金収益化累計額 △ 2,296,766
繰延収益合計 3,302,860
負債合計 7,536,814

６．資本金
（１）資本金 7,412,129

資本金合計 7,412,129
７．剰余金

（１）資本剰余金
イ 受贈財産評価額 22,558

資本剰余金合計 22,558
（２）利益剰余金

イ 減債積立金 1,006,307
ロ 建設改良積立金 645,885
ハ 当年度未処分利益剰余金 216,351

利益剰余金合計 1,868,543
剰余金合計 1,891,101
資本合計 9,303,230
負債資本合計 16,840,044

資　　　　本　　　　の　　　　部

負　　　　債　　　　の　　　　部



１．営業収益 千円 千円 千円

　（１）給水収益 1,399,048

　（２）その他営業収益 21,133 1,420,181

２．営業費用

　（１）原水及び浄水費 304,360

　（２）配水及び給水費 121,103  

　（３）総係費 135,670

　（４）減価償却費 468,445

　（５）資産減耗費 20,773

　（６）その他営業費用 98 1,050,449

　　　営業利益 369,732

３．営業外収益

　（１）受取利息及び配当金 5,010

　（２）雑収益 22,408 27,418

平成２５年度高山市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで）



４．営業外費用 千円 千円 千円

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 104,813

　（２）繰延勘定償却 130

　（３）雑支出 1,887 106,830 △ 79,412

　　　経常利益 290,320

５．予備費

　（１）予備費 9,524 9,524 9,524

　　　当年度純利益 280,796

　　　前年度未処分利益剰余金 0

　　　当年度未処分利益剰余金 280,796



１．固定資産 千円 千円 千円 千円
（１）有形固定資産

イ 土地 709,266
ロ 建物 819,840

減価償却累計額 △ 286,846 532,994
ハ 構築物 22,773,090

減価償却累計額 △ 7,895,936 14,877,154
ニ 機械及び装置 3,490,849

減価償却累計額 △ 2,467,657 1,023,192
ホ 車両運搬具 9,046

減価償却累計額 △ 8,594 452
ヘ 工具、器具及び備品 45,769

減価償却累計額 △ 42,241 3,528
ト 建設仮勘定 58,260

有形固定資産合計 17,204,846
（２）無形固定資産

イ 水利権 1,529
ロ　施設利用権 86
ハ 電話加入権 613

無形固定資産合計 2,228
固定資産合計 17,207,074

２．流動資産
（１）現金・預金 1,744,465
（２）未収金 149,633
（３）貯蔵品 11,402
（４）その他流動資産 1,000

流動資産合計 1,906,500
３．繰延勘定

（１）開発費 131
繰延勘定合計 131
資産合計 19,113,705

平成２５年度高山市水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（平成２６年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部



４．固定負債 千円 千円 千円 千円
（１）引当金

イ 修繕引当金 4,000
固定負債合計 4,000

５．流動負債
（１）未払金 247,497
（２）その他流動負債 1,000

流動負債合計 248,497
負債合計 252,497

６．資本金
（１）自己資本金 7,412,129
（２）借入資本金

イ 企業債 4,197,438
借入資本金合計 4,197,438
資本金合計 11,609,567

７．剰余金
（１）資本剰余金

イ 受贈財産評価額 213,557
ロ 工事負担金 5,371,792
ハ 補助金 12,846

資本剰余金合計 5,598,195
（２）利益剰余金

イ 減債積立金 826,765
ロ 建設改良積立金 545,885
ハ 当年度未処分利益剰余金 280,796

利益剰余金合計 1,653,446
剰余金合計 7,251,641
資本合計 18,861,208
負債資本合計 19,113,705

資　　　　本　　　　の　　　　部

負　　　　債　　　　の　　　　部



注記 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

１ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

・減価償却の方法   定額法による。 

・主な耐用年数 

建物        １５～５０年 

構築物       ４０年 

機械及び装置    １０～１５年 

車両運搬具     ４～５年 

工具、器具及び備品 ５～１５年 

(2) 無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

水利権       ２０年 

２ 引当金の計上方法 

(1) 退職給付引当金 

職員の退職手当は、高山市一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

(2) 賞与等引当金 

職員の期末手当並びに勤勉手当及びその手当に係る共済組合負担金の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。 

(3) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒懸念債権等の回収不能見込額を計上している。 



３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して 1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、高山市一般会

計が負担すると見込まれる額は２８５，０５３千円である。 

２ 引当金の取崩し 

(1) 賞与等引当金の取崩し 

当年度において、期末手当並びに勤勉手当及びその手当に係る共済組合負担金を支出するため、賞与等引当金１０，３００千

円を取崩す。 

 

Ⅲ その他の注記 

１ 新会計基準移行に係る経過措置 

(1) 修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取崩すこととする。 

(2) みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための工事負担金等で現に資本剰余金として整理している額

については、取得又は改良した資産と工事負担金等との対応関係を個別的に把握して整理している。 

 

 



（単位：千円）

金　　額

 1. 水道事業収益 1,666,300 1,517,900 148,400 [内　消費税額　108,413]

 1. 営業収益 1,518,684 1,490,480 28,204 [内　消費税額　108,409]

 1. 給水収益 1,498,000 1,469,000 29,000  1. 水道料金 1,498,000 水道使用料 1,498,000

 2. その他営業収益 20,684 21,480 △796  1. 手数料 1,964 工事検査手数料 1,014

再開栓手数料 940

指定工事店手数料 10

 2. 他会計負担金 18,620 水利施設維持管理負担金 7,390

下水道使用料事務負担金 6,780

農業集落排水使用料事務負担金 450

管理事務費負担金 4,000

 3. 雑収益 100

 2. 営業外収益 147,616 27,420 120,196 [内　消費税額　4]

 1. 受取利息及び配当金 5,010 5,010 0  1. 預金利息 5,000

 2. 貸付金利息 10

 2. 長期前受金戻入 120,502 0 120,502  1. 長期前受金戻入 120,502

 3. 雑収益 22,104 22,410 △306  1. 不用品売却収益 50

 2. その他雑収益 22,054 水道事業負担金等 22,054

節

区 分
比　　較前　年　度本　年　度目

平成２６年度　高山市水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

収　　　　　　　入

項款 説　　　　　明



（単位：千円）

金　　額

 1. 水道事業費用 1,438,000 1,216,000 222,000 [内　消費税額　31,557]

 1. 営業費用 1,247,849 1,068,839 179,010 [内　消費税額　30,816]

 1. 原水及び浄水費 338,780 318,414 20,366  1. 給料 11,468 企業職　 ３人

 2. 手当 4,224 扶養手当 546

通勤手当 131

時間外勤務手当 360

期末手当 1,843

勤勉手当 889

寒冷地手当 215

児童手当 240

 3. 賞与等引当金繰入額 1,506

 5. 報酬 73 水源地域保全審議会委員報酬 ４人

 6. 法定福利費 3,617 共済組合負担金 3,617

 7. 旅費 190 費用弁償 150

普通旅費 40

 8. 退職給付費 1,720 職員退職手当基金積立負担金 1,720

 11. 被服費 50

 12. 備消品費 50 消耗品費 50

 13. 燃料費 260 自動車用燃料費 260

 19. 委託料 286,400 水質検査等委託料 5,600

指定管理業務委託料 280,800

 20. 手数料 2,907 汚泥処理手数料 2,877

検査等手数料 30

 21. 賃借料 1,087 土地借上料 275

自動車借上料 679

電算機器等借上料 133

 22. 修繕費 25,100 機械修繕費 15,000

浄水場等施設修繕費 10,000

自動車修繕費 100

説　　　　　明
区 分

支　　　　　　　　出

款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節



金　　額

 33. 負担金 118 丹生川ダム施設管理負担金 118

 38. 雑費 10 その他雑費 10

 2. 配水及び給水費 135,859 123,338 12,521  1. 給料 31,948 企業職　 ８人

 2. 手当 12,468 扶養手当 1,758

通勤手当 228

時間外勤務手当 1,115

期末手当 5,256

勤勉手当 2,521

寒冷地手当 570

児童手当 1,020

 3. 賞与等引当金繰入額 4,294

 6. 法定福利費 10,129 共済組合負担金 10,129

 8. 退職給付費 4,792 職員退職手当基金積立負担金 4,792

 11. 被服費 50

 12. 備消品費 780 消耗品費 630

工事用消耗器材費 150

 13. 燃料費 580 自動車用燃料費 580

 16. 印刷製本費 300

 19. 委託料 21,000 量水器取替業務等委託料 21,000

 20. 手数料 30 自動車点検手数料 30

 21. 賃借料 578 土地借上料 62

自動車借上料 434

機械器具借上料 82

 22. 修繕費 47,600 量水器修繕費 16,000

配水管等修繕費 31,400

自動車修繕費 200

 29. 材料費 1,200 工事用材料費 500

庫出材料費 700

 30. 補償金 100

 38. 雑費 10 その他雑費 10

 3. 総係費 137,289 137,769 △480  1. 給料 31,760 企業職 ７人

 2. 手当 13,680 扶養手当 1,446

通勤手当 418

時間外勤務手当 990

款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説　　　　　明
区 分



管理職手当 1,427

管理職員特別勤務手当 24

期末手当 5,151

勤勉手当 2,889

寒冷地手当 495

児童手当 840

 3. 賞与等引当金繰入額 4,446

 4. 賃金 630

 6. 法定福利費 10,269 共済組合負担金 10,169

社会保険料等 100

 7. 旅費 200 普通旅費 200

 8. 退職給付費 4,764 職員退職手当基金積立負担金 4,764

 10. 交際費 50

 11. 被服費 50

 12. 備消品費 1,200 消耗品費 1,200

 16. 印刷製本費 2,600

 17. 通信運搬費 3,440 郵便料等 3,440

 19. 委託料 56,570 検針委託料 26,200

電算委託料 3,000

機械器具保守点検等委託料 4,870

当番業務委託料 6,000

給水申請業務委託料 5,500

水道事業変更認可業務委託料（債務負担） 11,000

 20. 手数料 3,220 口座振替手数料 3,200

諸手数料 20

 21. 賃借料 2,400 機械器具借上料 2,400

 30. 補償金 100

 31. 研修費 400

 33. 負担金 317 日本水道協会負担金 302

下切町町内会負担金 15

 34. 保険料 1,013 自動車保険料 150

損害賠償任意保険料 433

火災保険料 299

検針員傷害保険料 131



金　　額

 36. 貸倒引当金繰入額 100

 38. 雑費 80 公租公課費 30

その他雑費 50

 4. 減価償却費 605,021 468,445 136,576  1. 有形固定資産減 604,751 建物 16,689

価償却費 構築物 481,324

機械及び装置 106,643

工具、器具及び備品 95

 2. 無形固定資産減 270 水利権 255

価償却費 施設利用権 15

 5. 資産減耗費 30,800 20,773 10,027  1. 固定資産除却費 29,800 構築物 29,000

機械及び装置 800

 2. たな卸資産減耗費 1,000

 6. その他営業費用 100 100 0  1. 材料売却原価 50

 2. 雑支出 50

 2. 営業外費用 162,851 137,161 25,690

 1. 支払利息及び企業債 98,170 104,813 △6,643  1. 企業債利息 97,170

取扱諸費  2. 借入金利息 1,000

 2. 繰延勘定償却 131 130 1  1. 開発費償却 131

 3. 消費税 64,200 30,700 33,500  1. 消費税 64,200

 4. 雑支出 350 1,518 △1,168  1. 不用品売却原価 50

 2. その他雑支出 300

 3. 特別損失 17,300 0 17,300

 1. その他特別損失 17,300 0 17,300  1. その他特別損失 17,300 過年度分賞与等引当金繰入額 10,300

過年度分貸倒引当金繰入額 7,000

 4. 予備費 10,000 10,000 0 [内　消費税額　741]

 1. 予備費 10,000 10,000 0

節
説　　　　　明

区 分
款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較



（単位：千円）

金　　額

 1. 資本的収入 136,000 172,200 △36,200 [内　消費税額　1,111]

 1. 工事負担金 36,000 72,200 △36,200 [内　消費税額　1,111]

 1. 工事負担金 36,000 72,200 △36,200  1. 工事負担金 36,000 配水管増強工事負担金 9,000

下水道等工事負担金 21,000

未給水地区解消工事負担金 6,000

 2. 企業債 100,000 100,000 0

 1. 企業債 100,000 100,000 0  1. 企業債 100,000 上水道事業債 100,000

本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説　　　　　明
区 分

資本的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目



（単位：千円）

金　　額

 1. 資本的支出 664,500 976,000 △311,500 [内　消費税額　23,229]

 1. 建設改良費 396,855 719,968 △323,113 [内　消費税額　23,229]

 1. 原水及び浄水施設費 108,580 65,665 42,915  1. 給料 6,554 企業職　 ２人

 2. 手当 2,578 通勤手当 50

時間外勤務手当 220

期末手当 1,461

勤勉手当 759

寒冷地手当 88

 6. 法定福利費 2,185 共済組合負担金 2,185

 8. 退職給付費 983 職員退職手当基金積立負担金 983

 11. 被服費 50

 12. 備消品費 100 消耗品費 100

 16. 印刷製本費 200

 19. 委託料 1,700 水利権更新業務委託料 1,700

 25. 工事請負費 94,000 取水浄水施設等改良工事費

 30. 補償金 200

 38. 雑費 30 その他雑費 30

 2. 配水施設拡張費 53,973 327,724 △273,751  1. 給料 9,125 企業職　 ２人

 2. 手当 4,537 扶養手当 432

住居手当 324

通勤手当 78

時間外勤務手当 245

期末手当 2,216

勤勉手当 1,102

寒冷地手当 140

 6. 法定福利費 3,105 共済組合負担金 3,105

 8. 退職給付費 1,369 職員退職手当基金積立負担金 1,369

 11. 被服費 50

支　　　　　　　　出

款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説　　　　　明
区 分



 12. 備消品費 100 消耗品費 100

 13. 燃料費 20 自動車用燃料費 20

 16. 印刷製本費 200

 19. 手数料 107 自動車点検等手数料 107

 22. 修繕費 50 自動車修繕費 50

 25. 工事請負費 35,000 配水管布設工事費

配水管増強工事費

未給水地区解消工事費

 30. 補償費 300

 38. 雑費 10 その他雑費 10

 3. 施設改良費 230,302 322,579 △92,277  1. 給料 11,223 企業職　 ３人

 2. 手当 6,195 扶養手当 702

通勤手当 310

時間外勤務手当 340

期末手当 2,624

勤勉手当 1,284

寒冷地手当 215

児童手当 720

 6. 法定福利費 3,761 共済組合負担金 3,761

 8. 退職給付費 1,684 職員退職手当基金積立負担金 1,684

 11. 被服費 50

 12. 備消品費 100 消耗品費 100

 16. 印刷製本費 200

 19. 委託料 10,830 設計等委託料 10,500

電算委託料 330

 21. 賃借料 129 機械器具借上料 129

 25. 工事請負費 196,000 配水管布設替工事費

 30. 補償金 100

 38. 雑費 30 その他雑費 30

 4. 営業設備費 4,000 4,000 0  1. 営業設備費 4,000 庫出量水器 4,000

 2. 企業債償還金 267,645 256,032 11,613

 1. 企業債償還金 267,645 256,032 11,613  1. 元金償還金 267,645




